縦打ち補強土工法の補強形態と力学挙動に関する研究 by 加村 晃良
縦打ち補強土工法の補強形態と力学挙動に関する研
究
著者 加村 晃良
学位授与機関 Tohoku University
学位授与番号 甲第18142号
URL http://hdl.handle.net/10097/00125260
          かむら    あきよし 
氏 名          加  村   晃 良 
研究科，専攻の名称 東北大学大学院工学研究科（博士課程）土木工学専攻 
学 位 論 文 題 目          縦打ち補強土工法の補強形態と力学挙動に関する研究 
論 文 審 査 委 員          主査 東北大学教授 風間 基樹 東北大学教授 京谷 孝史 
             東北大学教授 運上 茂樹 東北大学准教授 河井 正 
論文内容要約 
国土の約7割を山地や丘陵地が占める我が国では，社会基盤施設の整備において斜面安定問題に直面すること
は論を俟たない。斜面安定を実現させる工法には種々あるが，細径の補強材を用いる補強土工法が選択肢の1つ
として挙げられる。一般的に普及している補強土工法は，斜面前面からの施工を伴うため，狭あいな場所や近接
施工での適用が制限される。しかし，補強土工法はグラウンドアンカー工や抑止杭工と比較して安価で小規模施
工にも対応可能であることから，適用拡大が望まれる。このため，斜面の法肩や小段といった狭あい部から補強
材を縦方向に打設する補強形態が成立すれば，補強土工法の適用範囲が広がり，工法選定の適正化および合理化
に寄与すると考えられることから，社会的有用性が高い。 
このように補強材を縦方向に打設する「縦打ち補強土工法」は，図1に示すように，斜面安定に対する補強材
の挿入方向が一般的な補強土工法とは異なるため，力学的メカニズムも異なる。また，先行事例はあるものの，
現状での設計事例は実際的な挙動を踏まえていることの保証がないことから，補強形態（補強材の打設角度や打
設間隔）の特性を把握し，設計法の信頼性を上げる必要がある。したがって本研究では，この縦打ち補強土工法
の補強形態に着目した力学挙動の解明および設計法に関する知見を得ることを目的として，実大の試験盛土と数
値解析による検討を行った。その結果，主に以下の知見を得た。 
第2章では，実大の試験盛土に補強材の打設角度や打設間隔の異なる縦打ち補強土工法を施工し，その背後に
大型土のうによる荷重を載荷して盛土の変位や盛土内部の状態を計測した。また，補強材のひずみ値より断面力
を算定し，補強材の力学挙動を検討した。その結果，傾斜計による計測から得られた盛土内の変位分布は，縦打
ち補強材の打設角度やピッチによらず，全ケースとも斜面の中段がはらみ出す変形モードとなった。その変形モ
ードと，ひずみゲージの値より算定される補強材の曲げモーメント分布の傾向は整合した。 
一方，補強材の仕様や打設間隔が同じであっても，補強材の打設角度の違いによって，斜面前面や盛土内の変
位量に明確な違いが見られた。斜面側が斜杭のケースでは最も変位が小さくなったが，背面側が斜杭のケースで
は，打設間隔を密にしても変位抑制効果が得られ難いことが分かった。しかし，補強材に生ずる軸力については，
打設間隔を狭くすることで，補強材1本あたりの軸力低減効果があることは確認できた。水平土圧分布について
は三角形分布となり，それに応じて補強材には設計において無視できない程度の曲げモーメントが発生している
ことが分かった。また，その値は従来の設計法で用いられる設計外力としての土圧分布に比べて小さく，従来の
設計法における外力は安全側に設定されていることが分かった。 
第 3章では，3次元弾塑性有限要素法により実大試験盛土の再現解析を行い，解析手法の妥当性を評価したう
えで，試験では直接計測できない部分を補完しつつ，実大試験盛土の結果の解釈と力学的メカニズムについて詳
細に検討した。その結果，斜面側が斜杭のケース（打設間隔0.8m）では，地盤内の最大主応力と補強材のなす角
度が小さいことから，補強材の軸力で土圧を効果的に受け持てているため変位が小さくなることが明らかとなっ
た。これに対し，背面側が斜杭のケース（打設間隔0.8m）の変位が最大となった理由は，地盤内の最大主応力と
補強材のなす角度が大きく，背面側の補強材は曲げ挙動が支配的となってしまったためであることが示された。
背面側が斜杭で打設間隔を密にしたケース（打設間隔0.4m）では，同じ打設角度で打設間隔違いのケース（打設
間隔0.8m）に対し，打設間隔が1/2であるにも関わらず，斜面変位が殆ど変わらないことが再現解析からも示さ
れた。さらに，斜面側が斜杭のケース（打設間隔0.8m）よりも変位が大きい結果となったことから，斜面の変位
を抑制するためには，補強材の本数よりも打設角度の方が重要であることが明らかとなった。 
補強土塊背面の土圧については，背面荷重の増加に伴って補強土塊が一体的に挙動して反力を担うことから，
載荷初期では土圧係数の増加がみられるものの，各補強形態ともに静止土圧係数相当（約 0.5）に収束する傾向
を示した。これは，補強土塊は受働土圧抵抗を担えるほど剛構造ではないことを示唆しており，設計においては
静止土圧相当の作用力を設計外力として与えることの妥当性を示している。また，鉛直支持力としての評価にお
いては，補強形態によらず，補強材を密に配置することで軸（圧縮）補強の効果向上が認められたが，背面側が
斜杭のケースでは，載荷初期において補強効果が得られ難い特性が明らかとなった。 
第4章では，特徴的な破壊モードが表れるであろう代表的なケースを対象に，数値解析によるパラメトリック
スタディを実施して補強形態と破壊モードの関係を評価した。その結果，破壊近くの挙動においても斜面側が斜
杭の補強形態は，斜面および補強材の変位が最小となった。これに対して，ほぼ全てのケースにおいて前後鉛直
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図1  縦打ち補強土工法の概要 
杭の補強形態は，頭倒れの変形モードを示し変位が最大となった。また，補強形態の特性上，補強材の破壊モー
ドの全体的な傾向として，軸圧縮力に関連する破壊モード（座屈および補強材の周面摩擦力が極限値に至る）が
多い結果となった。これに対し，補強材がせん断破壊するモードは現れなかった。 
補強材の打設間隔については，狭くすることで，ある程度の変位抑制効果が得られたが，打設間隔が密になる
と補強効率が低下した。ただし，補強材1本あたりの軸力を低減させるために打設間隔を狭くすることは有効で
あり，その低減効果は補強材の打設間隔に対して概ね線形関係を示した。補強材の打設角度以外での変位抑制の
観点については，前面壁を配置することで変位が抑制でき，さらに前面壁には補強材間の土のゆるみを抑える効
果もあることが明らかとなった。補強材の打設間隔を狭くしても，前面壁がない場合では補強材間の土が抜け出
す可能性があるため，前面壁の必要性は高い。 
さらに，基礎地盤が固いケースを例に，斜面の変位と補強材の断面力の関係を検討した結果，補強材の打設間
隔が 0.6m 以上では斜面変位に対して軸力は概ね線形で増加する傾向がみられた。また，その傾向は補強材の打
設形態（斜面側が斜杭，背面側が斜杭）によらず，共通の傾向として確認された。一方，曲げモーメントとせん
断力については斜面変位に対して増加傾向は見られたものの，変位量に対する感度は軸力よりも低いことが明ら
かとなった。 
補強材の配列については，単位奥行きあたり補強材が同本数という条件で，「前後2列千鳥配置」と「斜面側1
列のみ」のケースを比較した結果，斜面側1列のみでは効果的な補強とならず，補強としての成立性が低いこと
が示された。補強材が1列のみの場合には補強材の近傍に偏差ひずみの局所化が生じ，土圧を効果的に軸力で受
け持てなくなることと，斜面のゆるみを抑えられないことがその理由である。したがって，背面側の補強材の施
工に制約が無い場合には，前後2列千鳥配置とする必要があることが示された。 
第5章では，慣例的な設計手法に対して，これまで示した各補強形態の実際的な力学挙動を踏まえ，実務設計
において検討すべき項目の選定と留意点を検討し，設計フローおよび照査フローの作成を行った。補強材の打設
角度の設定では，これまで，前面が斜杭のケースと背面が斜杭のケースが同一視されてきた経緯があるが，本研
究によってこれらの力学的メカニズムには明確な違いがあることが明らかとなった。このことを踏まえ，制約条
件の許す範囲において，補強材の打設角度は，できる限り最大主応力方向へ向ける設定が望ましいと考えられる。
補強材の打設間隔については，主として，補強材の軸圧縮力に関する座屈照査や摩擦杭としての支持性能から，
設計検討幅あたりに補強材が何本必要であるかによって決定される。 
設計外力については，数値解析を使用しない場合には，所定の安全率を満たすために必要なすべり抑止力から
算定する方法と，補強土塊背後に作用する静止土圧相当の外力を算定する方法，いずれか値の大きい方を設計外
力として採用することが妥当であることを示した。 
また，補強土塊としてモデル化することの妥当性を評価するため，代表的な補強材の打設形態3ケースを対象
に，補強土塊モデルと数値解析結果の両者を比較した。その結果，斜面側が斜杭のケースと背面側が斜杭のケー
スでは，補強土塊としてモデル化することに一定の妥当性が認められた。一方で，前後鉛直杭のケースでは，モ
デル化は不適であることが示されたことから，この場合の設計では数値解析を使用する必要性があると判断され
た。加えて，設計の前提条件として，想定すべり面の影響範囲内に既設構造物がある場合や，変位の許容値が厳
しい場合には，数値解析を使用する必要性があることが示された。 
さらに，現状の設計事例では省略されている補強材の単体の照査については実施する必要があることが示され，
特に斜面の脆性的な破壊につながる座屈破壊やせん断破壊については，適切な安全率を確保することの重要性に
言及した。この補強材の支持機構は摩擦杭の挙動となることから，その根入れ検討にあたっては摩擦杭としての
照査が必要となることを示した。 
これまで，縦打ち補強土工法の設計では，地盤や構造部材の弾性係数比に応じて補強土塊をモデル化し，許容
応力度設計法の枠組みにおいて詳細設計が行われてきた。これはすなわち，対象構造の変形が小さいという前提
条件において，弾性範囲内の挙動を評価していることとなるが，地盤のような非線形性の強い材料を対象とする
場合，全てをその枠組みで論じることは不適切である。このような設計手法では，弾性範囲外での力学挙動や支
配的モード，そして最終的にどのくらいの荷重に耐えうるのか，といった疑問には答えられないためである。本
研究では，この課題に対する一つの解決策として，地盤条件ごとに各補強形態の代表的な破壊モードを示したう
えで，設計において単純なモデル化ができるケースとできないケースを明らかにし，補強材単体で必要な照査項
目を示した。 
以上，本研究では，斜面の法肩などの狭あい部から補強材を縦方向に打設する縦打ち補強土工法について，常
時の力学挙動を解明するとともに，補強形態ごとに補強効果の評価を行った。さらに，実務における設計フロー
および照査フローを提案することで，本工法に関する知見を体系的に取りまとめた。このことから，本研究の成
果は，補強土工法の適用範囲を広げるとともに，今後の社会基盤整備における工法選定の適正化および合理化に
寄与するものと考えられる。 
 
